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1. 調査事業の概要  

1.1. 事業の背景 

2050 年カーボンニュートラルの実現に向けて、再生可能エネルギー（以下、「再エネ」）

由来の電気の導入拡大、需要家における利用拡大は重要であり、今後もその傾向はますます

高まっていくと考えられる中、発電事業者と需要家との間を繋ぐ小売電気事業者は再エネ

電気の調達・供給の役割を担っており、安定的な再エネ電気の売買が求められる。電気の調

達先は、卸電力取引市場や発電事業者との相対契約等の方法があり、最適な調達手段を選択

する必要がある。 

2023 年度からの FIP（市場価格をふまえて一定のプレミアムを交付する）制度の導入や

卒 FIT（固定価格買取制度）者の増加等により、小売電気事業者の再エネ電気調達手段の選

択肢が拡大している。その一方で東北管内（青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福

島県、新潟県）の地域に根ざした小売電気事業者である地域新電力の中には、再エネ電気の

調達ニーズがあるにもかかわらず、これらの手段を活用した調達ができていない状況も見

られ、再エネ電気の調達に係る相対契約の競争環境が充分でない様子がうかがえる。 

そこで、本事業では、地域新電力の再エネ電気調達の環境整備を目的として、地域新電力

における再エネ電気の調達に係る実態を、FIT・卒 FIT 事業者へのヒアリング等を通じて調

査することにより、環境整備に必要な方策を検討する。 

 

1.2. 業務の概要 

（１）発電事業者を対象としたヒアリングの実施 

地域新電力における FIP 電源調達が進んでいない状況、また、地域新電力が卒 FIT 事業

者を見つけることは困難との声も聞かれる。相対契約の競争環境が充分でないことがうか

がえるため、相対契約の競争環境の実態を把握することを目的に、再エネ電気の販売状況・

意向を把握するために、FIT 事業者及び卒 FIT 事業者をターゲットとして、ヒアリングを

実施する。 

 

（２）ヒアリング結果のとりまとめ及び中間整理の作成 

上記（１）でのヒアリング結果をとりまとめ、それをもとに考えられる地域新電力による

再エネ電気の調達の方法について、中間整理として今後の方策案を検討し、検討結果を整理

した資料を作成する。 

 

（３）中間とりまとめ発表会の開催等 

東北管内における地域新電力等を対象に上記（２）でとりまとめた中間整理の発表及び各
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種意見交換等を行う。 

 

（４）調査報告書の作成 

上記（１）～（３）の成果を踏まえ、それをもとに考えられる地域新電力による再エネ電

気の調達の方法について、今後の方策も記した報告書をとりまとめる。 

 

1.3. 実施体制 

下表の体制で事業を実施した。 

 

表１ 実施体制 

  氏 名 役 割 

調査実施者 

株式会社日本能率協会コンサルティング 

SX 事業本部長 

サステナビリティ経営推進センター 

 

 調査企画 

 ヒアリング 

 とりまとめ・中間整理 

 発表会の企画・開催、その他 

 調査報告書の作成 

外注先 
東北電力リニューアブルエナジー・サービス

株式会社 

 再エネ発電事業に係る事業環境周辺状

況調査業務 
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1.4. 全体の進め方 

下表のスケジュールで事業を実施した。 

 

表 2 実施スケジュール 
 

2023 年 2024 年 

8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

業務実施計画策定 
 

       

(1)発電事業者を対象とし

たヒアリングの実施 

  

      

(2)ヒアリング結果のとり

まとめ及び中間整理の作成 

 
  

     

(3)中間とりまとめ発表会

の開催等 

   
  

   

(4)調査報告書の作成 

       
 

 

 

 

  

調査企画 

発表会 12/22 

ヒアリングの実施 
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2. 調査概要 

2.1. 発電事業者を対象としたヒアリングの実施 

(1) ヒアリングの目的 

相対契約の競争環境の実態を把握することを目的に、再エネ電気の販売状況・意向を把握

するために、FIT 事業者及び卒 FIT 事業者をターゲットとして、以下のとおりヒアリング

を実施。 

 

ア．FIT 事業者 

対象：東北管内または首都圏に所在している 2020 年度以降に太陽光 10kw 以上で認定

された FIT 事業者 

項目：FIP 切り替えの検討状況・課題等 

 

イ．卒 FIT 事業者 

対象：東北管内または首都圏に所在している卒 FIT 事業者 

項目：現在の売電状況・売電先決定における理由等 

 

以下は、東北経済産業局と協議の結果、競争環境整備に必要な新たなステークホルダー候

補として、追加ヒアリング対象先として実施。 

 

ウ．金融機関 

対象：東北管内で発電事業者を支援している金融機関 

項目：FIP 切り替えの検討状況・課題等 

 

エ．PPA・アグリゲーター・地域新電力等 

対象：発電事業において先進な取り組みを行っている事業者 

項目：FIP・卒 FIT 調達・PPA・特定卸供給・非化石証書等活用について 
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(2) ヒアリングの内容 

FIT 事業者、卒 FIT 事業者、金融機関、PPA・アグリゲーター・地域新電力などに対し

て、主に下記項目についてヒアリングを実施。 

 ①FIT 事業者 ②卒 FIT事業者 ③金融機関 ④PPA・アグリ

ゲーター・地域

新電力等 

事業の概要 事業分類・発電場所・エネルギー

種別・設備容量 

事業領域・事業の経緯・事業内容 

事業の状況 開始時期・発電量・供給先及び販

売量割合・FIT/FIP・PPA/特定

卸供給・非化石証書等の活用や検

討状況及び課題       等 

FIT/FIP・PPA/特定卸供給・非

化石証書等の活用や検討状況及び

課題            等 

その他 行政への要望や提案 

 

(3) ヒアリングの対象・時期・方法等 

 ①FIT 事業者 ②卒 FIT事業者 ③金融機関 ④PPA・アグリ

ゲーター・地域

新電力など 

対象 東北管内または

首都圏に所在し

ている 2020 年

度以降に太陽光

10kw 以上で認

定された FIT 

事業者 

東北管内または

首都圏に所在し

ている卒 FIT 

事業者 

東北管内に所在

している金融機

関 

全国において発

電事業において

先進な取り組み

を行っている事

業者 

時期 2023 年 10 月～2024 年 2 月 2023 年 12 月～

2024 年 1 月 

2023 年 9 月～

2024 年 2 月 

打診先候補選定

方法 

公表されている経済産業省資源エ

ネルギー庁の再生可能エネルギー

発電事業計画の認定情報1等より

対象となる事業者を選別したのち

ヒアリングを打診 

弊社及び東北経済産業局間で協議

の上決定 

                                                      

1 再生可能エネルギー発電事業計画の認定情報：経済産業省資源エネルギー庁の HP で公

表されている。 

https://www.fit-portal.go.jp/PublicInfo  

https://www.fit-portal.go.jp/PublicInfo
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方法 対面・オンライン 対面・オンライン 

 

 

(4) ヒアリング実施状況 

2020 年度以降に認定された事業者（東北管内 15 社、首都圏 5 社）についてヒアリングを

行った。一方、FIP 制度について知らない、あるいは関心がない企業が多数を占め、一部有

効な回答が充分に得られなかったため、2019 年度以前に認定された事業者（東北管内 20 社）

に追加ヒアリングを行った。 

 

 

2.2. ヒアリング結果のとりまとめ及び中間整理の作成 

2023 年 11 月末時点のヒアリング結果を基に、“FIP 活用に関する発電事業者・卒 FIT 事業

者の声”ならびに“PPA/特定卸供給/非化石証書等活用についての声”をまとめ、今後に向け

た方策案として、“再エネ電気の調達に関わる相対契約に係る競争環境整備に向けて明らか

になった課題と解決の方向性”ならびに“小売電気事業者が取り組むべきこと”についての資

料を作成した。 
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2.3. 中間とりまとめ発表会の開催等 

東北経済産業局と協議し、以下の要領にて、中間とりまとめ発表会の企画・開催の支援を

実施した。 

本発表会において、中間とりまとめ結果の発表及び地域新電力との質疑を通した意見確

認及び議事録作成を行った。 

■日 時：令和 5 年 12 月 22 日(金) 15:00～17:00（開場 14：00）

■会 場：東北経済産業局 5AB 会議室

宮城県仙台市青葉区本町 3 丁目 3 番 1 号 仙台合同庁舎 B 棟 5 階 

■対 象：GET-UP Tohoku2会員・サポーターズ会員

■定 員：50 名程度 

■概 要：

・小売電気事業者における再エネ電源調達に関する調査 中間発表 等

■実施方法：現地開催

※参考資料１ GET-UP Tohoku

2 GET-UP Tohoku：地域新電力を核としたエネルギー関連事業者を軸に、それらの支援

を行うサポーターズによって構成するネットワーク。 

https://www.tohoku.meti.go.jp/s_shigen_ene/get-up_tohoku.html 

https://www.tohoku.meti.go.jp/s_shigen_ene/get-up_tohoku.html
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3. 調査結果 

3.1. FIP 転について 

【FIT 事業者視点】 

FIP 転に限らず、新設も対象とした FIP 制度の活用について、FIT 事業者から挙げられた問

題意識や課題は以下のとおりであった。 

 

課題領域 内容 新設発電所への

FIP 適用ケース 

既存発電所への

FIP 適用ケース 

物理的課

題 

系統接続容量に制約があり、新たな発

電所が建てられない。 
●  

発電所建設にあたってのアセスメン

トや住民説明会等についての法制度・

条例があるため、地域ごとに検討する

必要があり、断念せざる得ない。 

●  

低圧電源をどう束ねるのか課題。 
● ● 

制度的課

題 

プレミアム単価が毎月変動するため、

収益性が見通しづらい。 
● ● 

プレミアム単価＋非化石証書単価で

FIT 活用以上の収益を上げられるか

わからない。 

● ● 

インバランスリスクを発電事業者が

新たにとる必要がある。 
● ● 

発電予測のハードルが高い。 
● ● 

20 年の安定供給先の自前確保が必

要。探すのが難しい。 
● ● 

長期間の運用中に、法制度等の変更が

起こる可能性がある。 
● ● 

金融的課

題 

金融機関の担当が制度を知らない。 ● ● 

収益性を担保とするプロジェクトフ

ァイナンスが適用しづらい。 
● ● 

FIT よりも発電事業者及び小売事業

者の高い与信が必要になる。 
● ● 
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中小企業は、事業戦略や資金計画等の

立案のノウハウが少なく、支援が必

要。 

● ● 

その他 FIP 制度をよく知らない。 ● ● 

どの小売電気事業者が FIP 買取をし

ているかわからない。 
● ● 

 

また、FIP 転及び新設での活用についての具体的な検討/実施内容やアイデアに関する主な

コメントは以下のとおりである。 

FIP 活用の条件 以下のとおり各社さまざまな条件で検討や活用がされている。 

 リスクを踏まえ、規模的には 10kW～50kW が取組みやすい。 

 10 円台の 50-250kW の FIT からの FIP 転の話がある。 

 売電単価の高いコーポレート PPA（300-400kW）からの FIP 活用

が増えていると聞く。 

 500～1000kW 規模で 10～11 円/kWh 程度で売電できる場合。 

 設備認定時の kWh 当たり FIT 単価を発電原価上限とした発電を

実施。 

 10kW 未満は蓄電池との併用。 

 新設なら FIP についても検討しやすい。 

 現在の売電単価が低く、その単価より高い価格の売電が必須。た

だし、コーポレート PPA などにより 20 年以上購入してくれるこ

とが必要。 

インバランスリス

ク回避の対策 

 インバランスリスクを蓄電池で吸収出来れば、系統制約への対応

やコーポレート PPA なども検討がしやすい。ただ、蓄電池がまだ

ちょっと高く初期投資の回収に難があるため、助成等をぜひ検討

いただきたい。 

 

■ヒアリング結果のまとめ 

低圧から高圧までさまざまな発電を行う各事業者に共通している FIP 活用検討上の課題

としては、以下三つが挙げられる。 

（１）FIT 制度と異なり、20 年の長期の収益性が見えづらい。 

（２）インバランスリスク回避のための発電予測や費用負担に懸念がある。 

（３）長期安定供給先の確保が難しい。 

 一方、具体的に検討・活用している発電事業者からは、“現在の FIT 売電単価よりも高い

（例：単価 1３円 → FIP 転にて 15 円相対＋プレミアム）場合には、新設だけではなく
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既存発電所の FIP 転も可能”との前向きな声が多く聞かれた。上記３つの課題をカバーし、

このような相対契約であれば FIP 活用が見込めると思われる。 

 また、金融的な課題について、金融機関視点で次に記載。 

 

【金融機関視点】 

３行の地方銀行等にヒアリングを行った。FIP 制度の活用について、金融機関から挙げら

れた問題意識や課題は以下のとおりである。 

FIP 発電事業案件

の融資条件 

 債務者の与信力がより大事になる。与信力を計る要素として、既

存事業の収益性、出資者、実施予定事業の事業性、貸借対照表の

状態など総合的に判断。担保の有無は副次的。 

 地域新電力ならではとして、自治体が出資者というだけではそこ

まで信用力として評価することは難しい。出資者的な観点ではな

く、供給先（公共施設）が多いことが評価できる部分。供給先が

多くなることによって、売上げが安定することを重視。 

 FIT 発電事業への融資は、当初の売価前提の組成が条件となって

おり、FIP 転する場合は融資条件が変更となるため現実的には転

換は難しいのではないか。金融機関としては、当初の条件で最後

まで返済してもらうのが常。ただし、新設の発電所であれば FIP

への融資はありえる。 

 信用力は BS（資本の厚み）と PL（収益力）で評価するのが基本。

PPA でアセットを積み上げるといっても、そもそも信用力がない

とアセットは積み上げられない。シンプルだが、BS・PL を強化し

ていくのが重要。 

 太陽光パネルについて、屋根置きの場合にパネルは建物に帰属さ

れるものと思慮。そのため、パネル単体では担保としづらい。 

 当該事業者がどのようなステークホルダーを抱えているか（大手

や得意先の参入）等も評価の際に考慮するポイント。 

 融資判断には地縁も関わってくる。もちろん地縁があるから融資

可というわけではなく、あくまでも信用力を補完する要素。 

 プロジェクトファイナンスの場合、融資規模による。シニアロー

ンを前提とした場合、２～３MW クラス（10 億円以上）以上では

ないとプロジェクトファイナンスの対象とはならないのではない

か。規模が小さい場合はコーポレートファイナンスでの検討とな

るのではないか。プロジェクトファイナンスではコスト倒れして

しまうと思われる。 

 プロジェクトファイナンスは、10 億円以上の融資案件でなければ

組成費用の吸収が出来ず難しい。中小規模の融資では、ストラク
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チャードファイナンスで担保、保証協会、社長の保証人化などで

対処する。 

 実際に融資を検討する際は、補助金による支援と保証協会による

信用補完があれば信頼性の補完となる。 

FIT から FIP 転の

際の障壁 

 キャッシュフローの見通しが立たない、インバランスリスクへの

対応などのほかに、金融機関としては、FIT から FIP に制度利用

を転向するメリットがない。事業者の利益は増え、投資家への配

当が増えても融資の返済金額が増えるわけではない。 

 リスクが上がるが、それに見合った融資の利子率・スプレッド（利

ざや）が上がらない。 

 供給先の経営存続も合わせて、本当に 20 年間事業が回るのかも見

通しづらい。 

 利益拡大よりは、ストレスケースとして見た場合にどうか。返済

可能かどうかで審査する案件になる。 

 安定した経営をして確実に返済ができるための施策。 

例：補助金活用、蓄電池運用による確実な売電等。 

 FIP 転の懸念は、やはりオフテイカーリスク。金融視点では、売

電収入が増加するとしても、わざわざ FIP 転することはリスクが

つきまとう。オフテイカー側に信用力があればありえなくもない

が、やはりハードルは高い。 

 FIT と違い FIP はオフテイカーリスクがつきもの。オフテイカー

が大企業等の信用力があるところであれば FIP 転も推奨しやす

い。一方、例えば、オフテイカーが信用力薄くても、例えば何か

しらの保証で、第２のオフテイカーがいると FIP の推奨がしやす

くなる。また、バイオマス等、市場に卸しても競争力がある電源

であれば、推奨しやすいかもしれない。 

地域新電力に期待

する役割 

 地域の再エネ需要の喚起と PPA/FIP 等ノウハウの蓄積。 

 あるべき論になってしまうが、地域新電力には自治体が出資すべ

き。地域への還元の仕方を考えないといけない。 

 今後は、小売電気事業者が発電することが重要。 

金融機関の役割  設備導入事業者との提携ならあり得る。事業者への紹介責任もあ

る。 

 地域のお客様の脱炭素化を支援するため、脱炭素につながる取組

みを支援するローンでは、NonFIT 電源で地域の未活用地を使っ

て発電し、小売電気事業者へ販売する事業への融資実績がある。 
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■ヒアリング結果のまとめ 

各行とも FIT を活用した再エネ発電事業への融資は、多数実績を有するものの、FIP を

活用した発電事業への融資は、実績なしもしくは数件の実績のみとのことであった。 

今後、FIT 活用事業から FIP 活用事業への転換に際した融資に関しては、各行とも収益

性向上や回収リスク低減の見通しが立たないことから難しい、金融側のメリットが薄いと

の見解であった。なお、新規の FIP 活用の再エネ発電事業への融資については、融資の可

能性はあるが、あくまでも、事業収益性ではなく企業としての返済能力を重視し、融資債務

者の与信や経営力の有無が融資判断の際に重要になるとのことであった。 

一方、金融機関のメリットとしては、FIP については発電事業者に環境価値が帰属する制

度であることから、FIP 転の実施により、非化石証書等の形で小売電気事業者に再エネ価値

が帰属されるため、小売電気事業者が再エネ価値を付加したメニューの供給等、より付加価

値の高いサービスの提供が可能となり、返済能力が高まるという点が挙げられる。また、地

域に再エネ価値が残ることで、需要家である地域企業が今後の本格的なカーボンニュート

ラル時代に向けた対応を取る際に、地域内で環境価値がやりとりされるため、地域新電力・

金融機関・需要家等の地域企業が一体となり、地域内経済循環の活性化が図られる効果もあ

ると考えられる。  
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3.2. 卒 FIT 調達について 

【発電事業者視点】 

東北地域の卒 FIT 発電事業者にヒアリングを行った。卒 FIT 電力の活用についての主な

声は以下のとおりである。 

電力取引状況につ

いて 

 卒 FIT 後は、地域新電力へ売電している。 

 月間の発電量等の情報は、地域新電力より提供されている。 

 発電予測業務やインバランスリスクは地域新電力が負ってくれて

いる。自身で発電予測や計画立案は難しい。 

卒 FIT 時の電力の

売電先検討につい

て 

 蓄電池導入による自家消費か売電の選択肢があったが、事業主が

高齢のため、手続き等が簡素な売電を選択。 

 大手電力より売電条件の通知が届いたが、地元の地域新電力の知

人に相談したところ、大手電力よりも高く買ってくれるという提

案があり、双方を比較して地域新電力への売電を決定した。 

 卒 FIT の選択肢検討のための情報は限られており、（多様な情報

提供の形として）自宅を立ててくれた工務店など地域に密着した

既知の業者から卒 FIT を買い取る地域新電力等の情報提供を受け

られると、親身に相談に乗っていただけるという安心感がある。 

 「どうするソーラー3」については認知していなかった。 

 

■ヒアリング結果のまとめ 

 卒 FIT 電力の新たな活用の選択肢は、蓄電池システムを活用した自家消費もしくは新規

参入も含めた多種多様な小売電気事業者への売電の 2 種類がある中、検討材料の一助とな

る情報入手ルートの「どうするソーラー」については認知していなかったとのことであった。 

  

                                                      

3 どうするソーラー：経済産業省資源エネルギー庁の HP。FIT 制度の買取期間満了の詳

細や買取りを表明している小売電気事業者を確認できる。 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/solar-2019after/  

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/solar-2019after/
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※参考資料２ どうするソーラー（経済産業省 HP） 
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3.3. その他（PPA・特定卸供給・非化石証書等活用）について 

全ヒアリング対象者の声を基に、今後の市場環境整備に有意義な情報を以下表に整理した。 

 PPA 特定卸供給 非化石証書 

検

討

中 

 （小売＆PPA 事業者視

点）20 年等の長期契約

が必要であるが、供給

インバランス分の電力

を卸売市場から調達す

る必要があり、原価変

動リスクが高い。 

 近年は部材や建設費用

等が高騰しており採算

性が悪い。 

 制度が複雑でどこに相

談してよいかわからな

い。 

 その価値を理解してい

ない。 

活

用

中 

 オンサイト PPA におい

て、出力抑制時、自家

消費分の電力も制限が

かかり困る。 

 非化石証書を調達し、

長期契約で電力を供給

するバーチャル PPA の

み実施している。 

 卸売市場価格に連動す

る FIT 電源ではなく、

非 FIT の電源を自社で

保有し運用している。 

 非化石証書が 2 種類あ

りわかりづらい。発電

実績を証明するものに

一本化してほしい。 

 FIT 電源のトラッキン

グが公開されており、

特定の発電所の証書を

確保できないことがあ

る。 

 J クレジットは期限がな

く使いやすい。 

 今後ふるさと納税の仕

組みが活用できないか 

 海外の非化石証書との

連携・連動ができない

か。 
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3.4. 中間とりまとめ発表会の実施内容 

以下の要領にて、東北経済産業局とともに、中間とりまとめ発表会を実施した。 

本発表会において、中間とりまとめ結果の発表及び地域新電力との意見交換等、議事録作

成を行った。 

 

■日 時：令和 5 年 12 月 22 日(金) 15:00～17:00（開場 14：00） 

■会 場：東北経済産業局 5AB 会議室 

     宮城県仙台市青葉区本町 3 丁目 3 番 1 号  仙台合同庁舎 B 棟 5 階 

■対 象：GET-UP Tohoku 会員・サポーターズ会員 

■定 員：50 名程度 

■概 要： 

・小売電気事業者における再エネ電源調達に関する調査 中間発表 等 

■実施方法：現地開催 

■式次第 

15:00～15:05 
開催挨拶 東北経済産業局 

15:05～15:15 
講演：再エネ電源調達 パート① 

（再エネ電源調達に係る中間整理の発表） 

東北経済産業局 

15:15～15:30 
講演：再エネ電源調達 パート② 

（再エネ電源調達に係る中間整理の発表） 

JMAC 

15:30～15:50 
意見交換及び質疑応答 JMAC/地域新電力 
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※参考資料３ 中間とりまとめ発表会資料 表紙 

 

 

 

 

地域新電力との質疑応答から見えてきた課題は以下のとおりである。 

 

課題 根拠となるコメント 課題仮説 対応策案 

正しく FIP

制度を理解

していない 

 市場価格の予測が

立てづらく、安定収

入の観点から金融

機関を説得するこ

とが課題。 

 制度自体がとっつ

きにくい。（非 FIT

非 FIP による通常

の）オンサイト

PPA の余剰売電の

方が分かりやすい。 

 FIP は市場連動とのイ

メージが強く、あくまで

プレミアム部分のみが

変動するといった理解

が足りない（市場に売電

した場合や相対による

固定価格での売電等の

ケース別の収益モデル

が整理しきれていな

い）。 

 

 FIT と FIPの違い、FIPの

収益モデルを確実に周知

する。 



19 

 

 FIP の市場連動型

にアレルギーがあ

る。 

再エネ由来

電力の発電

予測ができ

ない 

 発電予測ができな

いため、予測誤差を

インバランス供給

に頼る形になって

しまっている。 

 発電予測がされていな

い電源の活用によりイ

ンバランスの負担が大

きくなっている。 

 地域新電力自身が、まずは再

エネ由来電力のオンサイト

PPA 実績をつくり、発電予

測等のノウハウを蓄積して

いく。 

 

 再エネ発電事業者との連携

や地域新電力自身による

PPA 実施の拡大にあたって

は、上記より得られたデー

タ・実績を踏まえ、蓄電池導

入等の事業モデルを検討す

る。 

再エネ由来

電力の余剰

分の対応策

が決まって

ない 

 オンサイト PPA で

自家調達している

が、余剰が出たとき

の対応が手間。 

 蓄電池の導入を考

えた場合、収益性が

見えにくい。 

 インバランスフィーと

蓄電池導入・運用コスト

の比較にいたっていな

い。 
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3.5. 【補足】ヒアリング及び中間とりまとめ発表会を踏まえて（FIP） 

ヒアリングならびに中間とりまとめ発表会における質疑応答の声等を基に、改めて FIT 発

電事業の FIP 転や新規発電事業への FIP 制度活用促進に向けた課題を、各事業者等の検討

段階別に整理すると以下のとおりである。 

 

検討 

段階 
A.FIT 事業者 B.小売電気事業者 C.その他(金融機関等） 

１． 

未 検

討 

① FIP 制度をよく知ら

ない。 

② プレミアム単価が毎

月変動するため、収

益性が見通しづら

い。 

③ プレミアム単価＋非

化石証書単価で FIT

活用以上の収益を上

げられるかわからな

い。 

① 正しく FIP 制度を理

解していない。 

② 再エネ由来電力の発

電予測ができていな

い。 

③ 再エネ由来電力の余

剰分の対応策が決ま

ってない。 

① （新設）地域新電力

の事業規模等の観点

から、収益性を担保

とするプロジェクト

ファイナンスが適用

できない。 

２． 

検 討

中 

① FIT 売電価格別の

FIP による収益シミ

ュレーションが必

要。 

② 長期契約の需要家を

見つけられない／ど

の小売電気事業者が

FIP 買取をしている

かわからない。 

③ （基本的には）イン

バランスリスクを発

電事業者が新たにと

る必要があり、負担。 

① 50kW 規模であれば

FIP活用もあり得る

が、1MW 規模では

収益と運用コスト

等を考慮し、リスク

が大きいと判断。 

② 現在の市場の相場

は日中太陽光発電

で 7 円程度。倍近い

買価による相対の

モデルは収益性の

観点では考えづら

くなった。 

③ 夜間発電する再エ

ネ電力が高価なた

め FIP 相対契約の

① 発電事業者もしくは

小売事業者の高い与

信が必要。 

② オフテイカーリスク

も踏まえ、20 年の与

信は現状難しい。 

③ FIT から FIP へ切り

替えのリスクがメリ

ットを上回らない。 

④ （参考）風力発電は

FIP 転すると常時オ

ンライン制御が必要

であり初期投資が大

きくなり難しい。 
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検討がしやすい。 

３． 

活 用

中 

① 収益性や課題の検証

のため FIP 転を実施

中。 

② 発電原価の上限設定

と自社バックアップ

電源確保により FIP

事業を実施。 

 
① 新設の発電所で大手

電力への卸売事業に

ついて融資実施。 

② FIP 転は、卸売市場

価格高騰時は可能な

ケースもある。 

４． 

そ の

他（断

念等） 

① 系統接続ができな

い。 

② 規制強化や制度変更

に対応できない。 

① 中小企業は、事業戦

略や資金計画等の立

案のノウハウが少な

く、支援が必要。 

① 容量市場向けの拠出

金が小売電気事業の

収益性リスクを高め

そう。 
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4. 考察 

4.1. 今後の課題と解決の方向性 

地域新電力の再エネ電源調達において、FIP 制度を活用した電源や卒 FIT 電源調達の競

争環境は整備及び創出が不十分な原因として、（制度そのものが難解であることも含め）制

度の普及が十分でない点や、これら制度の活用において必要なノウハウに応じることが難

しい点が主な部分であると今回の調査で見えてきたところ。これら再エネ電源の活発な競

争環境が整備及び創出されることは、2050 年のカーボンニュートラルの実現に向け、需要

家がより再エネ電気を求めやすくなることから、今後は更に重要となってくるものである。 

今後に向け、地域新電力のこれら電源調達に向けた、新たな競争環境の創出を含む環境整

備における、全体論としての課題解決方向性を以下に示す。 

 

 

●FIP 制度への転換や新規活用による調達 

 

（１） FIT 制度と FIP 制度の違いを含む制度を正しく理解することが容易ではない現状

が明らかになったため、発電事業者及び地域新電力に対し、市場へ売電する場合と

FIP による長期の相対契約で売電する場合のモデルケースの周知や広報を促進す

る。 

 

（２） （１）と関連して、FIP 制度活用による収益性検討の支援が必要であることから、

発電事業者及び地域新電力に対し、FIP 制度を活用した場合の売電単価別のプレミ

アムの収益シミュレーョンツール4の周知や活用を支援する。 

 

（３） FIP 制度活用の場合、発電事業者にインバランスリスク対応が求められるため、こ

れをフォローする発電予測の実施や、蓄電池システム導入の判断等のサポート環

境の整備（再エネ推進プレーヤーの育成）を実施する。 

 

（４） FIP 制度活用促進に向けては、再エネ発電所建設や事業開始に伴う初期投資や運営

                                                      

4 シミュレーションツール： FIP 制度における卸電力取引市場の価格の参照方法等を踏ま

えたプレミアム・収入（単価、月間・年間総額）の簡易シミュレーションツール。電源種

や発電エリア、基準価格等を入力すると、収入が計算される。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/solar-2019after/  

 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/solar-2019after/
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費用の資金調達のための地域金融機関の参画は不可欠であることから、金融機関に

対して本制度を活用した融資や支援事例を含めた周知や広報により普及・促進を図

る。 

 

 

●卒 FIT 電源調達 

 

（１）卒 FIT 事業者（太陽光 10kw 未満）は、公表されている経済産業省資源エネルギー

庁の再生可能エネルギー発電事業計画の認定情報には掲載されておらず、地域新電

力側からの直接的なアプローチが難しい。このことから、卒 FIT 事業者からのアプ

ローチを促すため、卒 FIT 事業者に対して、「どうするソーラー」の徹底的な周知・

広報による普及を図る。 

 

（２）卒 FIT 電源の調達を実施している地域新電力が「どうするソーラー」への登録を必

ずしも行っているわけではないため、FIP 制度の周知・広報と共に地域新電力へ「ど

うするソーラー」への登録、活用に向けた周知を図る。 

 

4.2. 地域新電力の今後に向けて 

（１）FIP 電源・卒 FIT 電源調達における共通視点 

今回の調査を通じ、一般的に FIT 事業者は、長期に供給可能な供給先の探索や正確な発

電予測の実施について課題を抱えていることが明らかになった中、地域新電力は発電予測

フォロー等の課題解決のサポーター（再エネ推進プレーヤー）を担う主体としてなりえる存

在である。また、カーボンニュートラル実現に向けて企業による再エネ由来電気の需要の高

まりが想像される中、上記課題解決による FIP 転/新設 FIP 電源ならびに卒 FIT 電源をは

じめとした再エネ電源調達は地域新電力自身にとっても、今後の強みとなっていくものと

考えられる。 

上記再エネ推進プレーヤーとしての役割発揮に向けては、発電予測ノウハウの蓄積が可

能であり、かつ、発電事業者と需要家が一体となって取組むことによりオフテイカーリスク

が軽減されることが期待される PPA 事業を地域新電力自身が実施することが今後重要と思

われる。PPA は自社による電源調達ともなり、加えて、遠隔地の電源調達が可能なオフサ

イトコーポレート PPA であれば FIP 制度を活用することにより、さらなる収益力向上が見

込まれる。PPA によるオフテイカーリスクの軽減及び FIP による収益力向上により、金融

機関の協力も得られやすくなる可能性も期待できる。 
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※参考資料４ 出所：環境省ホームページ https://www.env.go.jp/earth/off-site%20corporate.pdf 

 

また、自身による PPA 事業の実施により得られたデータ及び収益性の評価を実施するこ

とにより、事業を更に拡大していくにあたり、インバランスフィーとの兼ね合いにて蓄電池

の導入可否等を検討していくことに繋がる。 

 

 

（２）FIP 電源調達における視点 

FIP 転を検討している発電事業者からは FIP を調達している小売電気事業者が分からな

いといった声があった。よって、地域新電力が調達を狙う場合は、自社のホームページによ

る周知に加え、公表されている経済産業省資源エネルギー庁の再生可能エネルギー発電事

業計画の認定情報等を基にしてアプローチをかけていく方法が考えられる。 

 

 

（３）卒 FIT（太陽光 10kw 未満）電力調達における視点 

卒 FIT（太陽光 10kw 未満）電力調達については、どうするソーラーへ積極的に登録する

ことや、卒 FIT（太陽光 10kw 未満）事業者と接点があると見込まれる、ヒアリングにより

得られた地域に密着した、発電事業者にとって既知の存在である、例えば地域の工務店等の

事業者等との提携が有効手段として考えられる。 

https://www.env.go.jp/earth/off-site%20corporate.pdf
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5. おわりに 

地域新電力を含む小売電気事業者は、2020 年度冬期に生じたスポットの電力調達価格高

騰により収益性の低下といった問題が生じ、安定的な調達による経営体力の強化がより重

要となった。上記背景を踏まえた対策の 1 つとして、長期的な安定価格による電源調達比

率の増加が挙げられる。これは中長期的な経営を考えた際に重要な視点と思われ、その電源

として各地域に増加している 10kW 以上の再エネ由来の電源が有力視されているものの、

その多くが FIT 制度を活用した電源として卸売市場へ供給されている。また、10kW 未満の

余剰買取制度を終えた卒 FIT 電源についても調達が困難な状況も見られる状況である。 

一方、今回調査の主題となった FIP 制度や卒 FIT、カーボンニュートラル実現に向けた

再エネ由来電気の導入促進策として注目を集めている PPA について今後の普及拡大が見込

まれる中、これらを通した発電事業者との相対契約や小売電気事業者が再エネによる発電

設備を保有し、その電力を需要家に長期間にわたり固定価格にて供給する PPA 事業が、小

売電気事業者にとって長期的な収益安定化につながる新たなビジネスチャンスとなる可能

性であることが考えられる。 

ただし、発電事業者、小売電気事業者双方に FIP 制度に関する知識や発電予測、蓄電池

を活用した運用や収益シミュレーションに関するノウハウが不足していることや、資金調

達をはじめとしたさまざまな支援を必要とする金融機関にとってのメリットが不明確な点

など様々な課題も明らかになった。 

今回の調査を通じ、特に管内（東北 6 県・新潟県）では大手企業が立地している首都圏に

比べ、FIP 制度が浸透していない傾向にあり、制度理解は十分ではないことが確認できた。

また、首都圏においては、環境価値を重視する企業・工場と中心とした需要家が増加してい

ることから、今後管内においても波及してくるものと思われる。FIP 制度や卒 FIT、PPA に

よる再エネの活用により資金や環境価値が地域内で循環することで、発電事業者・小売電気

事業者・金融機関・需要家といったステークホルダーへのメリットが享受され、地域一帯の

産業振興に繋がることが期待される。その第一歩として、今以上に FIP 制度活用ケースの

普及・促進や PPA の事業化推進等を通じて競争環境を創出していく必要がある。 
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4.今後に向けた方策案



2

令和5年度市場競争環境評価調査
（小売電気事業者における再エネ電気の調達に係る競争環境に関する調査）

⚫ 東北経済産業局からの請負事業として実施。

⚫ 地域新電力の再エネ電気調達の環境整備を目的として、地域新電力における再エネ電気の調達に係る実態
を、FIT事業者・卒FIT者へのヒアリング等を通じて調査することにより、環境整備に必要な方策を検討する。

⚫ 具体的には、①FIT（事業用）事業者のFIP転による相対調達、②卒FIT（家庭用）者との相対調達に
向けた方策を検討するもの。これら相対調達は、固定価格電源の確保や地域内経済循環の促進、また、本
格的なカーボンニュートラル時代に向けての環境価値の安定確保に繋がる重要な取組。

（１）発電事業者を対象としたヒアリングの実施
対象：FIT（事業用）事業者、卒FIT（家庭用）者

（２）ヒアリング結果のとりまとめ及び中間整理の作成

（３）中間とりまとめ発表会の開催等 （本日）

（４）調査報告書の作成

＜事業全体概要＞
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発電事業者を対象としたヒアリング

⚫ 2022年度にFIP制度が開始。FIPはFITの際はできなかった「発電事業者 ー 小売電気事業者」の相対契約
が可能となっている。

⚫ 太陽光のFIT売電単価は過去30~40円/kwhと高単価であったが、2020年度においては調達区分が10kw以上
では12円/kwh程度となっており、単価は年々減少が進んでいる。

⚫ 以上を踏まえ、例えば単価が12円/kwh程度のFITをFIPに切り替え、14円程度での相対契約を実施するよ
うなモデルは考えられないか、また、FIT⇒FIPに切り替えるにあたって、インバランスリスク等、課題と
なっているものについてヒアリングする。

⚫ また、卒FIT調達に向けて、卒FIT者視点での地域新電力との相対契約に向けた課題についてもヒアリングを
実施。

FIP電源・卒FIT電源との相対契約

＜地域新電力＞＜再エネ発電事業者＞

＜固定価格買取制度ガイドブック2020年度版より＞
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FIPの状況
（再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（第56回）より）
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FIPの状況（東北管内における太陽光の件数：2023年10月時点）

発電設備の設置場所 件数 【参考】
事業者の住所

青森県 ０

岩手県 ０

宮城県 ２ 兵庫県１、長崎県１

秋田県 ０

山形県 １ 山形県１

福島県 ２ 東京都１、大阪府１

新潟県 １ 東京都１

発電設備の設置場所 件数 【参考】
事業者の住所

青森県 １ 千葉県１

岩手県 １ 愛知県１

宮城県 １ 東京都１

秋田県 ０

山形県 ０

福島県 ０

新潟県 ０

【 FIP移行認定件数】【 FIP新規認定件数】
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FIPの状況
（再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（第56回）より）
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FIPの状況

２０２１年９月末における太陽光FIT導入量
（再生可能エネルギー発電設備の適正な導入及び管理のあり方に関する検討会（第1回）より）
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卒FITの状況
（再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（第56回）より）
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卒FITの状況
（どうする？ソーラーについて）

⚫ 「どうする？ソーラー」とは、卒FIT電源活用方法の参考として、卒FIT者に向けた資源エネルギー庁のHP。

⚫ 当HPでは、卒FIT電源を調達する小売電気事業者を登録できるため、小売電気事業者にとっては卒FIT調
達をしていることのPRに繋がる。

＜個別通知サンプル（どうする？ソーラーより）＞＜どうする？ソーラー＞
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卒FITの状況
（再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（第56回）より）
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発電事業者へのヒアリング

属性 数 法人・個人 業種等

FIT発電事業者
（東北）

2 法人 エネルギー関連事業

6 法人 製造業

1 法人 その他

FIT発電事業者
(首都圏)

3 法人 エネルギー関連事業

１ 法人 製造業

法人 その他

卒FIT発電事業者 １ 個人 ―

合計 14

ヒアリングの目的：地域新電力の再エネ電気調達の環境整備を目的として、地域新電力における再エネ
電気の調達に係る実態を、FIT・卒FIT事業者へのヒアリング等を通じて調査すること
により、環境整備に必要な方策を検討する。

ヒアリングの対象：東北管内または首都圏に所在している
・太陽光10kw以上で認定され運転を開始しているFIT事業者
・卒FIT事業者

ヒアリングの内容： ・FIP 切り替えの検討状況、課題等
・現在の売電状況、売電先決定における理由等

ヒアリングの属性：
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FIP活用に関する発電事業者の声

FIP活用においては、制約・制度に関する課題や金銭面など様々な声があった。

物理的課題 制度的課題 金融的課題 その他

➢新設発電所への
FIP適用ケース

➢ 系統接続容量に制約
があり、新たな発電所が
建てられない

➢ 発電所建設にあたって
のアセスメントや住民説
明会等についての法制
度・条例があるため、地
域ごとに検討する必要
があり、断念せざる得な
い

➢ プレミアム単価が毎月
変動するため、収益性
が見通しづらい

➢ プレミアム単価＋非化
石証書単価でFIT活
用以上の収益を上げら
れるかわからない

➢ インバランスリスクを発電
事業者が新たにとる必
要がある（低圧個人の
場合は、小売電気事
業者の代行が現実
的）

➢ 20年の安定供給先の
自前確保が必要

➢ 長期間の運用中に、法
制度等の変更が起こる
可能性がある

➢ 収益性を担保とするプ
ロジェクトファイナンスが
適用できない

➢ 発電事業者もしくは小
売事業者の高い与信
が必要

➢ 中小企業は、事業戦
略や資金計画等の立
案のノウハウが少なく、
支援が必要

➢ FIP制度をよく知らない

➢ どの小売電気事業者が
FIP買取をしているかわ
からない

➢既存発電所への
FIP適用ケース

➢卒FIT事業者の声 ➢ 個人による発電予測は
難しい

➢ 卒FIT電力の買取先に
ついて、工務店など地
域企業から案内がある
と安心
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FIPを活用している発電事業者においても、ある条件下のみ対応しているという声が多かった。

＜条件の例＞

➢新設の発電所のみ

➢10kW～50kW

➢500～1000kW規模で10～11円/kW程度で売電できる場合

➢18円/kW上限の発電原価の発電所

➢10kW未満は蓄電池との併用

FIP活用に関する発電事業者の声
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PPA／特定卸供給／非化石証書等活用についての声

PPA 特定卸供給 非化石証書

検討中

➢20年等の長期契約が必要であ
るが、供給インバランス分の電力
を卸売市場から調達する必要が
あり、原価変動リスクが高い

➢部材や建設費用等が高騰してお
り採算性が悪い

➢制度が複雑でどこに相談してよい
かわからない

➢その価値を理解していない

活用中

➢オンサイトPPAにおいて、出力抑
制時、自家消費分の電力も制
限がかかり困る

➢非化石証書を調達し、長期契
約で電力を供給するバーチャル
PPAのみ実施している

➢卸売市場価格に連動するFIT電
源ではなく、非FITの電源を自社
で保有し運用している

➢非化石証書が2種類ありわかりづ
らい。発電実績を証明するものに
一本化してほしい

➢ FIT電源のトラッキングが公開さ
れており、特定の発電所の証書
を確保できないことがある

➢ Jクレジットは期限がなく使いやす
い

➢今後ふるさと納税の仕組みが活
用できないか

➢海外の非化石証書との連携・連
動ができないか

各制度に対する活用状況を確認したところ、非化石証書を活用しているという声が多かった
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再エネ電気の調達に関わる相対契約に係る競争環境整備に向けて
明らかになった課題と解決の方向性

領域 論点 解決の方向性

物理的課題
➢ 新事業へのFIP適用の場合、発電所を

新設できるかどうか？
➢ 工場・倉庫等でのオンサイトPPA×余剰FIP売電

等系統負荷の平準化モデルの普及

制度的課題

➢ FIP制度・非化石証書活用による高精度
の収益シミュレーションができるかどうか？

➢ プレミアム単価のシミュレーションツールの活用（資
源エネルギー庁HP）

https://www.enecho.meti.go.jp/category/sa
ving and new/saiene/kaitori/FIP r2.html

➢ インバランスリスクを低減するために高精度
で計画策定ができるかどうか？

➢ 発電データ（PPA等）の活用
➢ 発電予測ソフトの導入
➢ 天候予測を実施している地域事業者との連携

金融的課題

➢ プロジェクトファイナンスやコーポレートファイ
ナンスを可能にする適格担保化できるかど
うか？

➢ 日本銀行が適格と認定する担保の条件を満たす
ようFIP制度等を更新する

➢ 発電事業者や小売電気事業者の与信
を高められるかどうか？

➢ 事業構造の変革（PPA拡大、多角化等）
➢ 基金や保険の積立等を行う
➢ FIP導入先行事例の周知

その他

➢ FIP/特定卸供給/非化石証書等の制
度・事業・実践企業等の情報を広く周知
できるかどうか？

➢ 勉強会・視察会の開催

➢ 卒FIT後の買取先の選び方がわからない ➢ 資源エネルギー庁 どうする？ソーラーに登録する
https://www.enecho.meti.go.jp/categor
y/saving and new/saiene/solar-
2019after/retail electricity utility.html

➢ 地域密着事業者（工務店、電気工事業 等）
との連携

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/FIP_r2.html
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/FIP_r2.html
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/solar-2019after/retail_electricity_utility.html
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/solar-2019after/retail_electricity_utility.html
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/solar-2019after/retail_electricity_utility.html
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小売電気事業者が取り組むべきこと

① FIP/PPA

ノウハウ蓄積

② 収益

シミュレーション

③ 長期契約電力

販売価格設定

④ 顧客・長期契約

拡大

➢ 自社や顧客施設・敷地におけるPPA実証（例：50kW未満オンサイトPPA）
（技術・費用対効果・収益・運営等検証および需給実績データ蓄積）

➢ 各種シミュレーションツールの活用

➢ 収支見積・収益計画立案

➢ 発電設備別（仕入原価別）限界利益の試算（例：次ページ参照）

➢ 発電設備別（仕入原価別）販売価格の設定

➢ 販売準備（契約約款・設備導入・保守体制整備・拡販ツール整備等）

➢ 営業活動
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販売価格

参考：発電設備別（発電原価別）限界利益の試算イメージ 単位：円/ｋW

仕入原価

発電原価

利益金額

FIP補助金額
（プレミアム単価）

9円

2円

2円

13円

10円

2円

2円

27円

14円

8円

2円

2円

12円

10円

2円

2円

26円

14円

7円

2円

2円

11円

10円

2円

2円

25円

14円その他費用・利益

託送料

その他経費

利益金額
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01 調査の背景

2

調査目的

• 小売電気事業者において主な再エネ電気の調達先として挙げられる太陽電池発電事業以外の代表的な再エネ発電
事業として、風力発電事業が挙げられる。

• 特に、洋上風力発電事業は東北地方において、2030年段階で最大533万kW、2040年段階で900万kWのポテンシャ
ルを有する。再エネ海域利用法に基づく洋上風力発電事業の開発においては、入札によって決定された選定事業者
に30年間の海域占用が認められ、売電を行うこととなる。

• 上記の背景を踏まえ、将来の小売電気事業者の電源構成の多様化の可能性を探るため、洋上風力発電事業に係る
事業環境の周辺状況調査を実施する。

調査期間

• 令和5年11月1日から令和6年2月29日

＜参考：洋上風力の開発状況と地域別導入イメージ＞



02 調査の内容
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調査内容

• 洋上風力関連産業への関心の調査及び関心醸成に向けたメンテナンス体験講座の有効性の評価を目的として、高
校生向けの人材育成事業（職業体験）を実施し、将来の洋上風力発電関連産業への就業意欲等を調査する。具体
的には以下のとおり（詳細は次ページ）。

– 風力発電メンテナンス現場で使用する個人用保護具の取扱、トルクレンチ等の工具の取扱、
風車点検に欠かせないローターロックの実施、グリスアップ等の体験事業を実施。

開催時期・対象等

• 日時：令和5年11月15日(水) 9:00～12:00

• 場所：東北電力リニューアブルエナジー・サービス株式会社「風力トレーニングセンター能代塾」
(秋田県能代市字大森山１－６東北電力株式会社能代火力発電所構内)

• 調査対象者数：21名（秋田県立能代科学技術高等学校 機械科2年生を対象）※当日1名欠席により、20名

＜調査実施場所のイメージ＞



02 調査の内容
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概要
秋田県立能代科学技術高等学校 機械科2年生を対象とし、風力発電メンテナンス現場で使用する個人用保護具
の取扱い、トルクレンチなどの工具の取扱い、風車点検に欠かせないローターロックの実施、グリスアップな
どを体験する。

目的 風力発電の基礎的な仕組み及び風車の構造を理解し、実際の作業を体験することを目的とする。

時間 2023年11月15日(水) 9:00~12:00 合計180分 ※休憩・受講後アンケートの記入を含む

内容

時間 内容

9:00-9:10
オリエンテーション

開講挨拶、講座全体の説明、施設利用上の注意事項の連絡 10分

9:10-9:40
座学

風力発電の仕組み、風車の構造、年次点検の概要 30分

9:40-11:40

実技

①個人用保護具
の取扱い

• フルボディハーネスや落下防止ランヤードの装着体験
• スライダー・レスキューデバイスの説明
• GWO BSTの紹介

9:40
10:10
(30分)

休憩 10分

②工具の取扱い
• 手動トルクレンチの取扱い
• 油圧トルクレンチの取扱い
• マルチメータ・クランプメータの取扱い

10:20
10:50
(30分)

休憩 10分

③設備の
点検体験

• ローターロックの操作(挿入と引抜)
• ローターブレーキ(油圧)点検の概要説明と点検体験

(代表者によるギャップ測定)
• 発電機ベアリングのグリスアップ

11:00
11:30
(30分)

11:30-11:55 受講後アンケートの記入 25分

11:55-12:00 東北経済産業局さまからの説明 5分



03 調査当日の状況
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座学 実技①個人用保護具の取扱い

実技②工具の取扱い 実技③設備の点検体験



04 アンケート調査内容
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地元高校生の洋上風力関連産業への関心及び関心醸成に向けたメンテナンス体験講座の有効性の評価
を実施するため、以下の項目についてアンケートを実施。

座学： わかりにくい 1 2 3 4 5 わかりやすい

実技： わかりにくい 1 2 3 4 5 わかりやすい

個人用
保護具の
取扱い：

フルボディハーネスや
落下防止ランヤードの
装着

興味を
引かなかった

1 2 3 4 5
興味を
引いた

工具の取
扱い：

手動･油圧トルクレンチ
取扱い

興味を
引かなかった

1 2 3 4 5
興味を
引いた

ﾏﾙﾁﾒー ﾀ・ｸﾗﾝﾌ゚ ﾒー ﾀ取扱い
興味を

引かなかった
1 2 3 4 5

興味を
引いた

設備の
点検体
験：

ローターロックの操作
興味を

引かなかった
1 2 3 4 5

興味を
引いた

ﾍ゙ ｱﾘﾝｸ゙ のｸ゙ ﾘｽｱｯﾌ゚
興味を

引かなかった
1 2 3 4 5

興味を
引いた

座学： 短い 1 2 3 4 5 長い

実技： 短い 1 2 3 4 5 長い

減った 1 2 3 4 5 増えた

全く思わない 1 2 3 4 5 強く思う

□  受講したくない □  受講したい 

□  知らなかった □  知っていた

□  興味はなかった □  元々興味があった

□  計画・調査 □  建設 □  運用 □ メンテナンス □その他 ( )

□  洋上風力発電に興味があるから □  地元(秋田)で仕事ができるから

□  待遇がよさそうだから □  親や周囲が勧めるから

□  その他 ( )

Q1. 説明はわかりやすかったですか。(+その理由)

Q2. 実技の中で特に興味を引いたのはどの内容ですか。(+その理由)

Q3. 講座の時間は適正でしたか。

Q4. 他に風力発電に関する講座があれば、受講したいですか。(+その理由)

Q5. Q4で「受講したい」と回答した方にお聞きします。
具体的にどのような内容の講座があれば受講したいですか。(自由記述)

Q6. 本講座の受講前に洋上風力発電について知っていましたか。

Q7. 本講座の受講前に洋上風力発電関係の仕事に興味はありましたか。(+その理由)

Q8. 講座を受講してみて、洋上風力発電関係の仕事に対する興味は増えましたか。
(+その理由)

Q9. 将来、洋上風力発電関係の仕事に携わりたいと思いますか。

Q10. Q9で 5 または 4 と回答した方にお聞きします。
どのような仕事をしてみたいと思いますか。
(複数回答可。複数回答の場合は□に回答順位(1,2,3,…)を記載してください。)

Q11. Q9で 5 または 4 と回答した方にお聞きします。その理由はなぜですか。
(複数回答可。複数回答の場合は□に回答順位(1,2,3,…)を記載してください。)

Q12.本講座や洋上風力発電について、意見･要望･感想があれば記入をお願いします。
(自由記述)

体験講座内容について 洋上風力発電関係の仕事にに関する興味･関心について



05 調査結果① 風力発電メンテナンス業務体験内容について
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能代科学技術高等学校機械科2年生(20名)にアンケートを実施した結果、下記の結果が得られた。

• 体験内容について、実技はいずれの項目も興味が高く、個人用保護具の取扱い(フルボディハーネスや
落下防止ランヤードの装着体験)が最も受講者の興味を引いた結果となった。

• 合計180分で実施した講座の時間については、座学で45%、実技で35%が長めと感じた。

• 75%(15人)が他の風力発電に関する講座があれば受講したいと回答した。内容としてはより詳しい内
容の講座を希望しているという声があった。

Q1. 説明はわかりやすかったですか。

Q2. 実技の中で特に興味を引いたのはどの内容ですか。

Q3. 講座の時間は適正でしたか。

Q4. 他に風力発電に関する講座があれば、受講したいですか。

Q5. Q4で「受講したい」と回答した方にお聞きします。
具体的にどのような内容の講座があれば受講したいですか。(自由記述)

わかりにくい 1 2 3 4 5 わかりやすい

0% 20% 40% 60% 80% 100%

受講 い

0% 20% 40% 60% 80% 100%

適正 長い

やや短い

座学

実技5.00

4.85

0% 20% 40% 60% 80% 100%

座学

実技

平均

0% 20% 40% 60% 80% 100%

4.75

4.50

4.65

4.65

4.65

保護具

平均

ﾄﾙｸﾚﾝﾁ

測定工具

ﾛｰﾀｰﾛｯｸ

ｸﾞﾘｽｱｯﾌﾟ

興味を引かなかった 1 2 3 4 5 興味を引いた

短い 1 2 3 4 5 長い

受講したい

凡例：

凡例： 凡例：

【回答抜粋】
• もっと細かい内容の説明や実技
• 実技をもっとやってみたい。
• 風車ができるまでの過程 など



05 調査結果② 洋上風力関連産業への就業意欲について
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• 本講座実施前は洋上風力関係の仕事に興味がなかったと回答した受講者は85%(17人)であった。
理由としては、目指しているものと違う、どういう仕事かわからないからという回答が見られた。

• 一方で、講座後に興味が増えたと回答した受講者は85%(17人)となり、講座をとおして洋上風力関連
産業への就業について関心や意識が高まる結果となった。

• 将来洋上風力発電関係の仕事に携わりたいと回答した受講者は5人で、3人は元々興味がないところ
からの変化となった。仕事の種類は、4人が「メンテナンス」に従事してみたいと回答。理由として
は「地元(秋田)で仕事ができるから」が最も多かった。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Q6. 本講座の受講前に洋上風力発電について知っていましたか。

Q7. 本講座の受講前に洋上風力発電関係の仕事に興味はありましたか。

Q8. 講座を受講してみて、洋上風力発電関係の仕事に対する興味は増えましたか。

Q9. 将来、洋上風力発電関係の仕事に携わりたいと思いますか。

Q10. Q9で 5 または 4 と回答した方にお聞きします。(就業意欲のある5人による回答)
どのような仕事をしてみたいと思いますか。(複数回答可)

Q11. Q9で 5 または 4 と回答した方にお聞きします。(就業意欲のある5人による回答)
その理由はなぜですか。(複数回答可)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

興味はなかった

0 1 2 3 4 5

地元(秋田)で仕事ができるから

洋上風力発電に興味があるから

待遇がよさそうそうだから

将来も安定していそうだから

0 1 2 3 4 5

メンテナンス※

建設

調査･計画

運用

減った 1 2 3 4 5 増えた

全く思わない 1 2 3 4 5 強く思う

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っていた
N
A

知らなかった

凡例：

凡例：

85%(17人)が
興味が増えた
と回答。

※その他(整備士)と回答されたものを含む

25%(5人)が
将来の選択肢
となると回答。
3人は元々興
味がない状態
から変化。



05 調査結果③ 個別の意見について
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• 実技をすることで、実際に体験ができて、身に付きやすかった。

• 見て学ぶより、体験して学ぶ方がよくわかりやすい。

• 部品の構造やどうしてこの作業をするかなどの説明がとても分かりやすかった。

• 今回の体験以外にも知らないことがたくさんあると思ったから(他の講座も受講してみたい)。

• 知らない事だらけだったのでもう少し風力の詳しい所を知りたいと思った。

• ３つの中でも、設備の点検体験がおもしろかったです。風車のメンテナンスで色々なことを
やっていることがわかりました。

• 自分は、日本を支えていけるような仕事をしたいと思っているので、
今回の講座では、とても為になることを学べたので将来につなげたいと思います。

• 実際に体験する事によって興味がわいた。

• どれもやりがいのありそうな仕事で興味が増えました。

• おもしろそうだとは思ったけど高所の作業は少しきつい。

• 県内就職なので視野に入れていこうと思った。

• 人手が足りないと聞いたから(洋上風力発電関連の仕事に関わりたい)。

アンケートの自由記述項目に関して、下記の声があった。

講
座
内
容

就
業
意
欲



06 まとめと今後の展望
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本事業では、洋上風力関連産業への関心の調査及び関心醸成に向けたメンテナンス体験講
座の有効性の評価を目的として、高校生向けの職業体験を実施し、将来の洋上風力発電関
連産業への就業意欲等をアンケートにより調査した。

調査対象の背景

• 今回調査対象とした能代科学技術高等学校は、秋田県能代市に所在している。能代市では、国内有数の風力発電の
適地として多くの陸上風力発電所が立地し、能代港港湾区域内では国内初の大規模商用洋上風力発電所が運転を開
始しており、同高の生徒は風力発電を身近に感じることができる環境にいるといえる。

調査対象の洋上風力発電関連産業の興味・関心

• 講座受講前の受講者の意識としては、風車を身近に感じる環境にありながら、洋上風力発電関係の仕事に興味がな
かった生徒がほとんどであり、その理由は業務内容に対する理解の不足に起因するものが多かった。

• 講座受講後、85%の生徒から洋上風力発電関係の仕事への興味が増えたとの回答を得られた。アンケートの回答内
容より、実技体験講座は、興味・関心を高める有効な手段の一つであるといえるのではないか。体験の中で風車メ
ンテナンス従事者より説明や指導を受けることが理解促進に資するものとなったと考えられる。

調査対象の洋上風力発電関連産業の就業意欲

• 将来洋上風力関係の仕事に携わりたいと考えている受講者が一定数いることがわかった。

• なかには、講座の受講をきっかけに、洋上風力発電関係の仕事を将来の選択肢として考え始めた受講者がいること
も明らかになった。体験講座は就業意欲の向上にも一定の効果が期待できると考えられる。アンケートにおいて、
「地元(秋田)で仕事ができるから」洋上風力発電関係の仕事に携わりたいといった声が上がっており、地元就職(地
域への人材定着)への貢献も期待されるものと思われる。



06 まとめと今後の展望
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以上より、体験講座により洋上風力関連産業への興味・関心や就業意欲が高まる結果が得られたこと
から、体験講座の実施は受講者の洋上風力関連産業に対する関心醸成に貢献するものと考えられる。

今後の展開として、講座を実施する地域に応じて講座の内容(風車の構造や事業についての座学等)及び
対象を拡大(大学およ及び高等専門学校の学生へ展開)するなどして継続して実施していくことで、より
効果的な将来の人材確保や地元への洋上風力人材の定着に繋がる活動になり得ると推察される。

体験講座の内容

• 全受講者から講座をとおして説明はわかりやすかったという回答があった。また、実技全般について興味・関心が
高く、見て学ぶより体験して学ぶ方がよいとの声が多かった。

• 今回は初めて風力の話を聞くことを前提とした簡単な内容としたが、より詳しい内容を受講したいという積極的な
意見も見られたため、実技をベースとすることは変えずに、より詳しい内容も織り込むことで、関心を高められる
可能性がある。

• 講座時間について、座学は適正と評価した受講生と長めと評価した受講生が同程度の比率であった。一方で、実技
時間は７割が適正または短め、3割が長めと回答した。座学は内容を厳選して時間を短縮する、実技は受講生が
しっかり体験できるよう、より長めの時間を確保するなど、適正な実施時間については検討が必要である。

• 能代市は風車になじみがある環境であることを鑑みると、他地域での展開の際は、風車の現地見学やメカニズムの
説明等、風車そのものに対する講座も必要であると考えられる。



参考：調査当日の使用資料
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01 風力発電の概要
(1) 風力発電のしくみ

◼ 風力発電システム：風の運動エネルギーを電気エネルギーに変換するシステム。
◼ 風の持つ運動エネルギーの約40%～50％を電力として取り出すことができる。

(太陽光の場合は約20％)

① 風の力を大きなブレード(羽根)で捕まえる

② 風がブレードを押す力でハブとロータを回す

③ ロータに繋がった発電機が回って発電する

出典：https://www.wind-energie.de/themen/anlagentechnik/konstruktiver-aufbau/maschinenhaus/

物理法則上利用
できないエネルギー

風

機械的損失 電気的損失空気力学的損失

送電系統
風力発電のエネルギー損失

参考資料

https://www.wind-energie.de/themen/anlagentechnik/konstruktiver-aufbau/maschinenhaus/
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02 風車の構造
(1)風車の主要な構成要素

◼ 風車は、1万点以上の部品で構成されている。

ナセル内

出典：「V80-2.0 MW Versatile megawattage」より一部改変出典：風力発電導入ガイドブック（2008, NEDO）より一部改変

参考資料

https://mein-vr.de/HRC_V66_2/
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02 風車の構造
(2)風車の制御方式

◼ 風速や風向に合わせて最適に運転するため、風車には種々の駆動・制御装置を搭載：
例）ピッチ制御(出力制御)、ヨー制御(風向追従)

ピッチ制御

ヨー制御

風 速 に あ わ せ て
ブ レ ー ド の 取 付 角
(ピッチ角)を変化さ
せることによって出
力を制御

風の向きにあわせて
風車の向きを制御

ピッチ制御

ヨー制御

出典：https://medias.schaeffler.jp/ja/wind-solar-water/wind/wind-tracking-and-blade-adjustment#windsolarwater-wind-windtrackingandbladeadjustment-hydraulicbladeadjustment

出典：三菱重工業株式会社

参考資料



ギアドライブ方式 ダイレクトドライブ方式

構
造
例

特
徴

• 増速機(ギアボックス)があり、潤滑と冷却に潤滑油が必要。
• 主に誘導発電機が採用され、発電機の小型化が可能。
• 増速機があるため事故発生率が高いが、メンテナス性が良い

ため、事故発生時の停止時間は短い傾向がある。

• 導入サイト例：秋田港能代港洋上風力(AOW)

• 増速機がなく、構造が簡単で故障しにくい。
• 同期発電機が採用され、多極のため発電機直径が大きくなる。
• 増速機がないため事故発生率は低いが、一度事故が発生する

と、部品調達や分解・組立に時間を要し停止時間が長くなる
傾向がある。

• 導入サイト例：新能代風力(東北電力)、
風の松原風力(風の松原自然エネルギー)

風力発電メンテナンス体験講座

02 風車の構造
(3)ギアドライブとダイレクトドライブ

◼ 風車のドライブトレイン※は、増速機があるギアドライブ方式と増速機がないダイレクト
ドライブ方式に大別される。
※ドライブトレイン：風車の回転を発電機に伝える動力伝達装置

Vestas社製 2.0MW Enercon社製 2.3MW

出典：https://www.enercon.de/digital-showroom-en/出典：「V80-2.0 MW Versatile megawattage」より一部改変

参考資料

https://www.youtube.com/watch?v=fSgxzfwKwPY
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93m 120m 143m 150m 250m180m

自由の女神 Enercon製
E82-2.3MW

ポートタワー
セリオン

Vestas製
V114-4.2MW

GE製
Haliade-X 
12.6MW 

能代火力
煙突

02 風車の構造
(4)風車の大きさ

新能代風力
風の松原風力

秋田港能代港洋上風力

能代市、三種町及び男鹿市沖洋上風力

出典：http://candc-a.co.jp/work/%E8%83%BD%E4%BB%A3%E7%81%AB%E5%8A%9B%E7%99%BA%E9%9B%BB%E6%89%80%E7%85%99%E7%AA%81

𝑷 =
1

2
𝑚𝑉2 =

𝟏

𝟐
𝝆𝑨𝑽𝟑

𝜌: 空気密度𝑃: 風のエネルギー

𝐴: 受風(ロータ)面積 𝑉: 風速

風のエネルギーは風速の3乗とロータ面積と空気密度に比例

◼ より良い風速の風を大きい面積でとらえるため風車が大型化

参考資料
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03 風車点検の概要

風力発電メンテナンス体験講座

◼ 風力発電設備を安定、安全かつ効率よく運転するため、半年に1回の点検が電気事業法で
定められており、事故の未然防止、早期発見に努めている。

点検
項目

点検内容

目視
点検

・各部の外観確認
(変色・異臭・異常音・変形・亀裂・発錆などの有無)

・雨水浸入の有無

・各部聡明器具の点検

機械
点検

・各ベアリング部およびナセル旋回部のグリス補給

・各部ボルトの締付確認

・ギアボックス、油圧ブレーキユニットのオイルの確認・交換

電気
点検

・風車各部のセンサ・スイッチ類の点検および調整

・主回路接続部の緩みの確認

・風車各部の設定値(パラメータ)の確認

・各部の動作試験・保護装置試験

風車点検項目の例

：実技で実施する項目

参考資料
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カテゴリ 必要な資格、トレーニング内容 対象

GWO 必須 Basic Safety Training 洋上作業従事者

推奨 Basic Technical Training
Advanced Rescue Training など

風車維持管理従事者 など

法令
関係

免許 電気主任技術者
電気工事士
潜水士
非破壊検査技術者 など

特定の業務の従事者

技能
講習

クレーン運転者技能講習
玉掛け技能講習
有機溶剤作業主任者技能講習
酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者技能講習 など

安衛法などで規定される一
定の危険・有害業務に従事
者

特別
教育

フルハーネス型墜落制止用器具特別教育 
ロープ高所作業技能者特別教育
クレーン運転者特別教育
高圧/特別高圧電気取扱作業者特別教育 など

安衛法などで規定される一
定の危険・有害業務に従事
者

その他 風車 エンジニア向けトレーニング 風車維持管理指導員

テクニシャン向けトレーニング 風車維持管理作業員

BOP BOPメーカーによるトレーニング など BOP維持管理従事者

風力
トレーニン
グセンター
秋田塾

風力
トレーニン
グセンター
能代塾

◼ 洋上風力の点検などに係る人材に必要な資格、トレーニングには以下のものがある。

04 風車点検などに必要な資格およびトレーニング
参考資料



05 風力トレーニングセンター能代塾の概要

風力発電メンテナンス体験講座

◼ 『能代塾』は、自社および協力会社のメンテナンス従事者の現場技術習得を目的とした風
車メンテナンス訓練施設。

◼ 実機の風車(VESTAS製 1.65MW)を分解・加工し、研修機材として設置している。

全景 ギアボックス

発電機 変圧器

実際の訓練風景

実際の訓練風景

参考資料




